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18 年度 設定なし
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人工数
人件費単価
補助事業人件費
人件費
国庫支出金
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事業費及び財源内訳
25年度決算9月末の執行状況25年度予算24年度決算
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飲料水供給施設事業の効率化を図り、事務経費の節減を図る。

飲料水供給施設事業の効率化を図り、事務経費の節減を図る

中山地区の４箇所（柚之木、高岡、平村、添賀）の飲料水供給施設区域内に安定で良質な水道水を安定供給
するために、事業全般に関連する庶務等の事務処理を行う。

事業の目的

中山地区の４箇所（柚之木、高岡、平村、添賀）の飲料水供給施設区域内に安定で良質な水道水を安定供給
するために、料金の賦課・徴収等事務の執行。

事業の内容

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

改善策の
具体的

取り組み

水道課

水道法
根拠法令等

【開始年度】 平成 【開始年度】実施期間

隅田 英久
所管課情報 担当課： 711

所属長： 担当責任者：記入者情報
事業の性格

電話番号（内線）：

法定事務

事業の対象 市民（中山地区の飲料水供給施設の利用者）

飴矢 百合

評価対象外事業
(飲供)一般管理事業事務事業名

予算科目

総合計画での位置付け
住環境の整備と生活安全の確保〜はつらつ住みよいまちづくり〜
生活環境の整備

公共建設事業一般事務平成25年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

1554
3087

25年度実績9月末の実績25年度予定
事業活動の実績（活動指標）

24年度実績単位項目
一般管理費
使用料金収入

向こう5年間の直接事業費の推移
26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 5年間の実績

2849
1642千円

千円 3056
1611

1529
522

2505050505050
年度

実施スケジュール
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成果指標
使用料金収入÷一般管理費（直接事業費）

000.530.58

中山地域に点在する飲料水供給施設については、ここ数年使用水量・水道料金の変動は過小でありほ
ぼ安定している。しかし今後は、人口の少子化・高齢化、自然減の増大、若者などの流出が益々増し、併
せて節水意識の高揚などで使用水量の減少・水道料金の減収が推測される。また、一般管理費にあって
は各施設の老朽化等で維持管理費が増し年々人件費などが増加しており、今後も増加すると予測される
ことから、更なる事務の効率化を図り、今以上の経費削減に努める必要がある。いずれにしても経営効率
の低いこの事業においては、水道料金の見直しに取り組む必要がある。

自己評価
3目的の妥当性

市民ニーズへの対応 3

成果指標

指標設定の
考え方

飲料水供給施設を維持管理するための事務的経費で、料金収入に占める一般管理費の割合を数値化し年度
比較することで、費用対効果を常に意識した事務の遂行が可能となる。

目　　標
実　　績

区分年度 24年度 25年度 26年度
001010

受益者負担の適正 3

妥当性

有効性

効率性

自己評価
（担当責任者）

C

C

C
手段の最適性 3

コスト効率 3

成果向上の可能性 3
施策への貢献度 3

市の関与の妥当性 3
事業の効果 3

課題認識

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 3

C市民ニーズへの対応 3
市の関与の妥当性 3

有効性
事業の効果 3

C成果向上の可能性 3
施策への貢献度 3

効率性
手段の最適性 3

課題認識

自己評価者の課題認識と同様で、中山地域に点在する飲料水供給施設は、地域の生活基盤を確保する
ため重要な事業であり、継続して円滑な事業運営を行う必要があることから、水道料金の見直し及び効率
的な事務の執行と共に更なる事務経費の削減に努める必要がある。

一次評価結果のとおり事業継続と判断する。

意見、課題

コスト効率 3
受益者負担の適正 3

C

二次評価
二次評価

（所属部長）
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行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）

経営者会議の最終判断

事業の方向性

意見、課題

現状のまま継続する。


